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憲 章

国立環境研究所は
今も未来も人びとが
健やかに暮らせる環境を
まもりはぐくむための研究によって
広く社会に貢献します

私たちは
この研究所に働くことを誇りとし
その責任を自覚して
自然と社会と生命の
かかわりの理解に基づいた
高い水準の研究を進めます
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【中長期目標より】

環境研究の中核的研究機関として、我が国が目指すべき脱温暖化社会、循環型
社会等４つの社会を構築するための地球環境研究分野、資源循環・廃棄物研究分
野などの環境研究の柱となる分野について、国内外の環境政策の動向及び環境研
究の動向を把握し、進めるべき環境研究の方向性を示す。

そのため、国内外の環境関係機関や国際的プログラム等と連携し、また研究の連
携を具体化するための中核的な役割を果たすことを目指す。

また、目指すべき研究の水準としては、国内あるいは国際的な環境政策の立案、
運用等の科学的根拠として活用される科学的データ・事実等を測定・把握し、解析し
、検証して科学的因果関係を明らかにすべく、幅広い環境研究の分野について重
点化を図りつつ総合的に最高水準の成果を出していくことを目指す。

さらに、国民の環境問題に対する意識の高まりにこたえるためにも、環境情報の
提供は研究業務と並んで重要な柱であり、民間による自主的な環境保全に関する
取組を支援するため、様々な種類の環境情報をインターネット等を通じて提供する
必要がある。

現中長期目標期間のミッション
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【評価委員からのコメント（H２６年度から抜粋）】
第三期中期計画の中核年として世界をリードする申し分のない成果を上げている（地球環境研究分野）。
東日本大震災による震災廃棄物問題や放射能汚染廃棄物問題への対応研究が追加された難しい
時期に、しっかりしたプログラム研究成果や基盤研究成果が挙がっている。
化学物質の体系的な有害性評価と国内外の法規制や試験方法への採用などで、成果を上げている
と思います。

外部研究評価委員会の評価結果（5段階評価）

研究内容に関する評価
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研 究 分 野 H23 H24 H25 H26

地球環境研究分野 ４．２ ４．７ ４．６ ４．９

資源循環・廃棄物研究分野 ４．５ ４．６ ４．２ ４．５

環境リスク研究分野 ３．７ ４．０ ３．８ ４．０

地域環境研究分野 ４．２ ４．４ ４．３ ４．１

生物・生態系環境研究分野 ４．０ ３．９ ４．２ ４．３

環境健康研究分野 ３．９ ４．３ ３．９ ４．１

社会環境システム研究分野 ４．２ ４．１ ４．２ ４．８

環境計測研究分野 ３．９ ４．０ ４．１ ４．０

平 均 ４．１ ４．３ ４．２ ４．３

災害と環境に関する研究 ー ー ４．５ ４．６



環境省独法評価委員会の評価結果（S, A, B, Cで評価）

【概評（平成25年度評価を一部抜粋）】

平成25年度は、第３期中期計画(平成23～27年度)の３年目であり、全体で見る
と、中期計画に定めた諸計画を滞りなく適切に進めたと評価する。

東日本大震災に対応した災害環境研究や原発事故に伴う放射性物質の汚染によ
る新たな環境問題については、従来ほとんど研究蓄積が無かった課題も含め、
短期間で具体的な成果が出始めていることは高く評価でき、今後もこれらの分
野の研究の中心的存在となることが期待される。

また、業務の運営という観点においても、研究所としてかなり秀逸と言えるレ
ベルでの運営がなされているが、今後、他の公的研究機関における業務運営も
参考にしつつ、一層のレベルアップがなされることが望まれる。

研究内容に関する評価
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H23 H24 H25

環境研究に関する業務 A A A
環境研究の戦略的な推進 A A A

研究の構成 A A A
研究成果の評価 A A A



単位：百万円
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国立環境研究所の収入構成の変遷

災害環境研究等による政府業務委託が増加傾向にある。そのため競争的資
金へのエフォートが減少気味であるが、自己収入総額では第２期中期目標期
間平均値よりも増加している。

H23 H24 H25

独法交付金 13,523 12,111 11,782

自己収入の合計 3,153 4,025 3,541

競争的資金等 1,992 1,589 1,301

政府業務委託 853 2,224 2,038

民間等受託・民間寄付 295 197 188

環境標準試料等分譲事業等 13 15 14



1. 産官学連携の推進のため、民間企業との共同研究契約、大学等との協力協
定及び交流協定 、大学の非常勤講師等の委嘱等により、我が国全体として
の研究成果の活用促進を推進。
共同研究： 企業18件、独法等14件、大学等14件、その他15件
受託研究（企業） １４件
交流協定（大学） ２０件

2. 外部との連携を図りつつ国環研において必要な調査研究を適切に実施する
ために、国内外の大学、研究機関等から連携研究グループ長、客員研究員
を委嘱・招聘するとともに、共同研究員、研究生を受け入れた。

連携研究グループ長 ３名
客員研究員 ２４４名
共同研究員 ８３名
研究生 ７５名

3. 環境研究機関連絡会（国立１３機関）を設置し、その運営に主導的な役割。

4. 基礎から応用までの環境研究をシームレスかつ総合的・学際的に推進し、
社会実装研究も実施。
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産官学連携など国環研における橋渡し機能



福島県新地町におけるｽﾏｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸの社会実装、
地域ｴﾈﾙｷﾞｰ事業FS

新地町

事業検討作業部会

大
学

企
業

商
工
会

JA 漁
協

WG WG WG福島県 石油資源開発

国立環境研究所

新地町環境産業共生型の復興まちづくり協議会

支援
連携協力

自治体や関連企業と連携し、復興まちづくりと一体的に進めることで、事業性の高い低炭素
型・自立分散型システムの構築を目指す

地域エネルギーシステムの設計支援の取組を実施
HEMS、BEMS、FEMSの実証を通じたスマートネットワークの社会実装

企業企業企業

既存技術のシステム化による地域への社会実装イメージ
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若手研究者:
若手研究員派遣研修実施要領に基づき、海外の研究機関への派遣研修を
実施している（平成20年度以降8名派遣）。
また、自立と活躍の機会を与えるため、所内公募型研究制度を活用して、
新しい発想とアイデアに基づく研究の奨励を図っている。

女性研究者:
妊産婦が搾乳や休憩ができる休憩スペースの設置、
一時預かり保育室を開設。年間延べ利用者が増加し
ている。

外国人研究者:
生活上で生じる様々な問題について相談、解決を図ることができるように企画部
国際室に担当スタッフを置くとともに、公益社団法人科学技術国際交流センター
と契約し、生活支援を実施している。
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若手・女性・外国人研究者支援

研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針（平成23年作成）に基づき、
若手、女性及び外国人研究者の能力活用のための取組みを行っている。また卓越
した研究者等の確保、人材交流の促進に関する取組みも併せて実施している。

一時預かり保育室



地方環境研究機関等との共同研究（平成26年度）

Ⅰ型共同研究 １３課題１８機関
地環研等と国環研の研究者の協議のもとに共同研究計画を定め、それに従って各々の研究所において実施する研究
例：WET手法を用いた水環境調査のケーススタディ、関東における粒子状物質削減のための動態解明

Ⅱ型共同研究 ８課題１６２機関
全国環境研協議会と国環研の協議のもとに共同研究計画を定め、国環研と複数の地環研等の研究者が参加して実施する共同研究
例：PM2.5の短期的/長期的環境基準超過をもたらす汚染機構の解明、湖沼の生物多様性・生態系評価のための情報ネットワーク構築

全国環境研協議会（67機関）との連携
地方環境研究所と国立環境研究所との協力に関する検討会（毎年開催）
全国環境研究所交流シンポジウム（毎年国環研で開催）
• 平成26年2月13日（木）～14日（金）
テーマ： 「PM2.5の大気汚染動態と健康影響」

• 平成27年2月12日（木）～13日（金）
テーマ：「湖沼・沿岸海域の水質と生態系の
観測・監視・評価」
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地方環境研究所との連携
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地方環境研究所との連携例

研究体制

代表

地環研参加57機関⇒５つの研究グループグループリーダ―

高濃度事例即応の成分分析を実施。データベース化

成分データで発生源種別寄与評価

ゼロエミッション法等で地域別寄与割合を評価

間欠データによる長期評価の妥当性検討

時間値測定の問題点等を検討

山本（福岡県）

池盛（名古屋市）

浦西（奈良県）

長谷川（埼玉県）

山川（元京都府）

高濃度事例即応ＧＧリーダー 17機関35名

レセプターモデルＧＧリーダー 20機関30名

化学輸送モデルＧＧリーダー 8機関10名

季別データ検討ＧＧリーダー 15機関29名

測定法検討ＧＧリーダー 7機関8名

新規成分や関連物質の解析による超過要因解明板野（大阪市）

関連物質・事項研究ＧＧリーダー ←準備中 6機関9名

国環研と地環研等とのⅡ型共同研究（H25-27）

「PM2.5の短期的/長期的環境基準超過をもたらす汚染機構の解明」

国環研：
菅田

地環研：
山本
（大阪府）
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国際連携及びそのための支援策

1. 国立環境研究所の研究成果を基礎とした国際共同研究の立ち上げ支援
のために「国際環境研究事業戦略調整費」等を設置
主な目的：国際的な研究者ネットワークの構築

キャパシティ・ビルディング
共同提案を行うための海外での予備調査

2. 国際研究活動・研究交流等を主導的に推進
① グローバルカーボンプロジェクト（GCP）の事務局
② 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
③ アジアフラックスネットワーク
④ アジアエアロゾルライダー観測ネットワーク
⑤ GOSATデータを利用した共同研究 ２３ヶ国８５件
⑥ 国際共同研究プロジェクト２９件、１４カ国と４０件の共同研究

3. 国際機関等の活動への参加・協力
国連環境計画（UNEP）、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次報告書
（AR5）執筆、経済協力開発機構、気候変動枠組条約第20回締約国会議および
京都議定書第10回締約国会合（COP20／CMP10）、生物多様性及び生態系サ
ービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）、OECDの各種会合、
UNEP世界水銀パートナーシップ等に参加。
国際協力機構（JICA）の研修員や視察・研修者等、２４８名を受け入れ。
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次期中長期計画策定に向けた検討状況

データベース開発・管理の支援体制
セキュリティの維持・確保方策
情報発信強化のための措置
重要なデータベースの維持

H26.4月～

幹部会（拡大して開催）
１０回開催

研究テーマの俯瞰
行政ニーズとの対応
中長期ロードマップ検討
新制度への対応
国内・国際連携の検討
国環研のミッション再考

情報の管理とその発信に関する運
営体制の検討WG

ガバナンスに関するWG

研究開発成果の最大化に関する
検討WG

新制度への対応
評価単位・評価軸・評価指標検討
国環研の「成果最大化」の検討
国環研のミッション再考

組織体制の検討

H25.9月～
幹部会

８回開催

現中期の課題
研究テーマの整理
情報発信に関する見直し
今後の検討スケジュール

•検討資料を所内公開

•所員からの意見を直接
受け付けるメールアド
レス設置

次
期
中
長
期
計
画
（
案
）の
策
定

H27.4月～

幹部会

研究・事業構成
重点PG等検討
組織体制
運営方法

•新推進戦略も反映

• 8月開催の国際アドバ
イザリーボードでも助
言を受ける予定

ガバナンスに関するWG

組織体制の具体化

環
境
大
臣
に
よ
る
中
長
期
目
標
の
提
示
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1. 研究レベルの一層の向上が前提
2. 基礎研究から社会実装までの研究フェーズを国全体で連結・実施 【繋ぐ】
3. 幅広い研究分野における研究者による総合力を発揮 【束ねる】
4. 国内外の他機関との広い連携と人材ネットワークを最大限に活用 【結ぶ】
5. 環境研究の進むべき方向性を示し、導く 【引っ張る】

国立環境研究所における研究開発成果の最大化のポイント
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次期中長期目標期間に想定しているミッション

① 自ら実施する研究開発のみならず、我が国全体としての研究開発成果を最大化すること
を使命とする。

② 環境政策への貢献を担う国内外の環境研究の中核的研究機関として、研究所の研究能
力の一層の向上を図り、環境政策形成に必要な科学的知見を、強い責任感を持って提
供することを目指す。

③ このような研究と密接不可分な衛星観測や大規模疫学調査等を含む、技術開発、データ
取得・解析、環境試料の保存などの環境研究の基盤となる活動を着実に継続することを
目指す。

④ 国環研の特長である、自然科学から人文社会科学までの環境研究分野全体を俯瞰

⑤ 基礎から政策貢献・社会実装を含む応用までシームレスな環境研究を総合的に実施

⑥ 設立以来培ってきた信頼に基づく国内外の密な研究ネットワークの発展・充実

⑦ 広く環境問題の予見と解決に資する高い水準の研究を適切な内部・外部評価を受けつ
つ実施し、蓄積された科学的知見を適切に発信することで国内外の環境政策に貢献し、
また環境研究の進むべき方向性を示す。

今も未来も人びとが健やかに暮らせる環境をまもりはぐくむための

研究によって広く社会に貢献する。
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情報発信力の強化のための方策

国立環境研究所では設立当初より長期観測や公開データベース整備が行われ
てきた。

これらは他の機関や大学ではできない、当所の重要な役割のひとつ。

当研究所で創出した研究成果を広く世界に発信することは、国内外の中核的研
究機関である我が研究所の使命であり、また研究成果を国全体で最大化するた
めに必要な事業である。

そこで、データベースを含む情報の効果的・効率的な発信のために以下の方策を
定め、具体的な運用設計に着手したところ。

1. 研究者負担軽減策
セキュリティとデータベース構築に関する専門的な相談窓口を設置

2. セキュリティ強化策
所内すべての公開データベースに定期的なセキュリティ診断を実施。ファイアーウォール強化

3. 公開データベース連携強化策
所内公開データベースの登録・閲覧システムを構築。研究計画及び研究者との紐付けて公開

4. 公開データベース発信にかかる所内手続きの簡略化・明確化
研究者による研究成果等の公開を積極的に支援する視点から見直し

5. ガバナンス強化策
重要度や責任度から研究所が組織的に維持するデータベースを選定
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推進戦略と国立環境研究所の重点・先導プログラム、分野の関係
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次期中長期計画における基本方針

カバーすべき研究分野は現行の８分野（地球環境研究、社会環境システム研究、循
環資源・廃棄物研究、地域環境研究、生物・生態系環境研究、環境リスク研究、環境
健康研究及び環境計測研究）＋災害環境研究の大枠を維持。
社会ニーズに対応した実行可能・有効なソルーションに繋がる研究を実施。

現中期計画における研究構成
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次期中長期計画における構想（検討中）

研究事業連携部門の創設

国内・国際的な研究連携を行い、国としての研究開発成果の最大化が求められていることを鑑み、
衛星観測事業や子どもの健康と環境に関する全国調査などの事業本部を設置。

災害環境研究グループの創設

従来の研究センターと同格の災害環境研究グループを創設し、平成28年度に発足する福島支部
専任研究員に加え、研究センター所属研究員も数多く兼務で参画し、分野横断的に進める。

研究プログラムの再編

現在10ある研究プログラムを、当研究所の大きな柱として位置づけられる重点的に進めるべきプ
ログラムに統合し、絞り込む。5～6件を想定。

効果的・効率的な組織を目指した一部改組

現在の8センターのミッションを整理し、また人材育成、マネジメント等の観点から研究センター、研
究室の一部改組を検討中。



温暖化技術評価例：地域社会特性を踏まえた技術政策評価モデル（地域AIM）

一国システム分析モデル（AIM）
一国産業経済モデル 技術評価モデル 一国目標策定 一国行動計画

都道府県システム分析モデル

地域
産業
経済

地域
技術
評価

地域
目標
設定

都市・自治体の計画モデル

スナップ
ショット
モデル

計画策
定支援
ツール

地域
目標
設定

地域統計・技術・政策データベ
ース 建設・インフラ

農林水産・産業・循環・地域エネルギー

地域
特性
パラメ
ータ

統合モデル (AIM)

地域
行動
計画

環境都市
シミュレーション

くらし・自然

地域統合モデルと地域空間モデルの開発による政策・技術評価モデル（地域AIM）の開発

低炭素地区街区モデル

低炭素産業コンビナート

地域熱エネルギー需給システム

低炭素都市デザインモデル

環境都市・街区社会
モニタリングシステム

環境空間ゾーニングモデル

森林エコシステムモデル

地域AIM

20



自然水循環だけでなく人間水利用を含めた広域水循環のモデルを開発し、オー
プンソースとして公開中。温暖化の水資源影響評価、ウォーターフットプリントの
定量等を実現。世界中の研究者に利用され、多くの成果を挙げている。

21

水循環研究例：地球水循環のモデル研究

全球水資源モデルH08
人間水利用

自然水循環

特長
・自然水循環と人間水利用の統合計算
・オープンソース(http://h08.nies.go.jp)

実績
・数多くの国際モデル相互比較に参加
・IPCC第５次評価報告書等への貢献

社会経済モデル
×温暖化影響評価
（推進費S10/S14）

国際食料貿易
×水資源持続性

オープンソース
×アジア展開
（SATREPS等）

様々な社会想定下
の水資源影響評価

水源情報を加味
したウォーター
フットプリント推計

モデルの
タイへの適用

Source TMD



トラップグリース 
（廃グリース） 

焼却 

埋立 or 

収集 
運搬 レストラン 


焼却廃熱により相分離 


油脂分（上相）をA重油代替へ 


残渣（下相）をメタンガスへ 

従
来
処
理 


成果： 
• スケールアップ 実現（100L） 
• SOx 大幅削減が可能 
• A重油と混合利用すれ 実用
が可能（規格項目クリアー） 


成果： 
• 高いメタンガス生成ポテンシャル 
• 残渣中 有機物70-80%をメタ
ンガスへ変換が可能 


• 一年以上 安定運転を実現 

実証システム評価（試算）： 
• 製造コスト 41円/1kg 
　（A重油 半値以下） 
• 二酸化炭素排出削減率

94％ 

行政ニーズ（低炭素社会・循環型社会（対象として廃棄物））

基礎研究テーマ設定

自治体

NIESにおける
基礎技術開発

実証を意識 企業

応用研究におけるNIESの役割：
• シーズ技術のスケールアップ
• 実証技術システムの設計
• 他機関の技術とのマッチング（共同開発も

含む）による実証に必要な周辺技術の確立

独法

企業

大学

マッチング 
  

外部実
証資金

民間主導による社会実装へ

実証におけるNIESの役割：
• 実証によるコストや効果
等の試算

• 実証地域の選定
• 実証事業予算獲得と実装
システムの提示

橋渡しのポイント：
• 技術コーディネート
• 実証システムの設計と総

合的評価（強み）
• 実証事業の推進役
• 現場感（強み）
• 自治体との連携（強み）

大学

マッチング 
  

橋渡し

企業 企業

基礎研究

フェーズ

応用研究

実証事業

社会実装

（参考）国環研で実施している個別技術開発の例
廃グリース*燃料化における橋渡し

*廃グリースとは、レストランの
排水中に含まれる低品質廃油脂類 22
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国立環境研究所にとってのイノベーションとは？（検討中）

環境分野におけるイノベーションとしては、環境技術開発の枠を超え
て、研究成果を社会実装化し、持続可能な社会への転換を果たすこと
も重要。

その持続可能な社会の実現のために、地球環境保全、公害の防止、
自然環境の保護及び整備、その他の環境保全に関する調査及び研究
を行うことにより、環境保全に関する科学的知見を得るとともに、その
知識の普及を図ることが当法人の役割。

イノベーションシステムの駆動に向けた「橋渡し」の例として、
• 福島県新地町と連携・協力協定を締結して実施している環境資源
を活用する持続可能な復興都市づくりを目指した社会実装研究

• インドネシアの政府機関及び関連研究機関と連携して実施してい
る温室効果ガスの排出抑制の社会システムの構築を目指した研
究等、研究成果の社会実装化に向けた取組

を積極的に行っている。



参考資料
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25
25

環境リスク研究分野

環境リスク研究センター

資源循環・廃棄物研究分野

資源循環・廃棄物研究センター

循環型社会研究プログラム ２

生物・生態系環境研究分野 生物多様性研究プログラム ７, ８, ９
生物・生態系環境研究センター

地域環境研究分野

地域環境研究センター

東アジア広域環境研究プログラム

１０

流域圏生態系研究プログラム

社会環境システム研究分野

社会環境システム研究センター

持続可能社会転換方策研究プログラム 環境都市システム研究プログラム

地球環境研究分野

地球環境研究センター

地球温暖化研究プログラム １

３
化学物質評価・管理イノベーション

研究プログラム

環境計測研究分野 先端環境計測研究プログラム ５, ６
環境計測研究センター

環境健康研究分野 小児・次世代環境保健研究プログラム ４

環境健康研究センター

25
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誌上・口頭発表の件数

７１７件

５０６件

（
件
）

口頭発表
１３０９件

第２期年平均 （６３４件）

誌上発表

査読付き論文

第２期年平均 （１２６８件）

第２期中期計画 第３期中期計画

第２期年平均 （４３４件）



環境政策への貢献件数

27

貢献の結果（アウトカム）の分類
全体

件数 割合（%）* 件数 割合
（%）*

制 度 面

反映がなされたもの

（１）国際的な文書※ 15 11 %

104 77%

（２）国の法令 2 1 %
（３）法に基づく基準・計画 13 10 %
（４）（２）（３）を除く国のガイドライン・指針・要領等 30 22 %
（５）地方自治体による条例・計画・手法等 5 4 %
（６）その他 2 1 %

反映に向けて

貢献中のもの

（１）国際的な文書 7 5 %
（２）国の法令 2 1 %
（３）法に基づく基準・計画 11 8 %
（４）（２）（３）を除く国のガイドライン・指針・要領等 21 16 %
（５）地方自治体による条例・計画・手法等 5 4 %
（６）その他 4 3 %

制 度 面

以 外

反映がなされたもの
（７）個別現場における課題対応 14 10 %

36 27%
（８）その他 12 9 %

反映に向けて

貢献中のもの

（７）個別現場における課題対応 5 4 %
（８）その他 7 5 %

*重複事例があるため、割合の合計は100%を超える
※（１）「国際的な文書」には、国際機関、海外政府への貢献に加え、海外の地方公共団体への貢献も含む



第1期中期計画 第2期中期計画 第3期中期計画

研究系職員数および運営費交付金の推移

28
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政策体系における国環研の位置付け

中長期的視点での調査・研究
顕在化していない問題の提起

科学的知見
の提供



参考資料

＜第12回委員会（平成27年２月20日）資料4より＞
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国立環境研究所の概要
• 所在地：茨城県つくば市
• 沿革

– 昭和49（1974）年３月 国立公害研究所発足
– 平成２（1990）年７月 国立環境研究所に改称
– 平成13（2001）年４月 独立行政法人国立環境研究所発足

• 研究分野とプログラム
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国立環境研究所の職員構成

32

研究実施部門 200名

企画・管理・

情報部門等

54名

役員（非常勤監事含む） 5名

平成２６年３月末現
在

総職員数 ＝ ８６４名

契約職員数 ６０５名

研究系契約職員 １４８名

高度技能専門員 １９１名

アシスタントスタッフ ２５８名

シニアスタッフ ８名



国立環境研究所運営費交付金の推移
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（
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円
）

運営費交付金

運営費交付金(衛星観測・エコチル以外）



国立環境研究所の最近の動き―エコチル調査
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
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3500

4000 南九州・沖縄

福岡

高知

鳥取

兵庫

大阪

京都

愛知

富山

甲信

神奈川

千葉

福島

宮城

北海道

総数

リクルート者数の推移（母親）

★目標の10万人達成
総数

（折線グラフ）

★

月
別
人
数
（棒
グ
ラ
フ
）



国立環境研究所の最近の動き―GOSAT関連
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2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

GOSAT

GOSAT-2

(年)

GOSAT 

2006 2007 2008 2009 2010

★

GOSAT、GOSAT-2の運用実績／運用計画

H21年 H26年

H30年 H35年

GOSAT－２
★平成25年度から運営費交付金 （GOSAT-2分）が
新規に予算計上。GOSAT-2プロジェクトチームで
本格的に準備を開始。

GOSAT-2 



★平成28年度から環境創造センター（研究棟）が開所
し、国環研、JAEA等の研究拠点に。
平成25年10月１日に福島支部準備室を設置し、所内
連携をより一層強化し、支部設置に向けた諸準備を
進めるとともに、総合的、分野横断的に研究を推進。

国立環境研究所の最近の動き―災害環境研究

36

環境創造センター（福島県三春町）★



国立環境研究所の最近の動き―エネ特会の活用

37

★エネルギー対策特別会計から、
平成２６年度に新規業務を実施
例）JCM推進のためのＭＲＶ等関連する技術高度化他

産業共生型の地域エネルギーネットワークシステム（インドネシアの例）


